
 
 
 
 
 
 
 
 

   
 

１ 令和４年第５回定例会提出予定議案の説明 

（１）議案第１７１号 川崎市債権管理条例の一部を改正する条例の制定について 

          

 
資料１ 川崎市債権管理条例の一部改正について 

資料２ 新旧対照表 
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（※「法」は「個⼈情報の保護に関する法律」です。）

【川崎市債権管理条例第９条】
市⻑等は、市の債権の管理に関する事務を効果的に⾏うため必要があると認めるときは、当該

事務の遂⾏に必要な限度で、川崎市個⼈情報保護条例（昭和６０年川崎市条例第２６号）で定め

るところに従い、その保有する滞納者（市の債権について、履⾏期限までに履⾏しない個⼈をい

う。）に関する情報を、保有するに当たって特定された利⽤の⽬的の範囲を超えて利⽤すること

ができる。

川崎市個⼈情報保護条例 川崎市個⼈情報の保護に関する法律施⾏条例
⇒法により条例に委任された事項及び本市が法律の範

囲内において条例で定める独⾃の保護措置に関する事

項を定める。

2．個⼈情報保護制度⾒直しの全体像
「個⼈情報の保護に関する法律」、「⾏政機関の保有する個⼈情報の保護に関する法律」、

「独⽴⾏政法⼈等の保有する個⼈情報の保護に関する法律」の3本の法律を1本の法律に統合する

とともに、地⽅公共団体の個⼈情報保護制度についても統合後の法律において全国的な共通ルー

ルを規定し、全体の所管を個⼈情報保護委員会に一元化。

１．川崎市債権管理条例第９条について

４．川崎市債権管理条例第９条の削除について

３．川崎市個⼈情報保護条例の廃⽌及び法施⾏条例の制定（議案第１６７号）

川崎市個⼈情報保護条例を廃⽌とし、川崎市個⼈情報の保護に関する法律施⾏条例を制定。

川 崎 市 債 権 管 理 条 例 の ⼀ 部 改 正 に つ い て（議案第１７１号）

川崎市債権管理条例第９条を削除する（施⾏⽇︓令和５年４⽉１⽇）

現在（法改正前）は法律に規定がなく、川崎市個⼈情報保護条例（第１１条）及び川崎市

債権管理条例（第９条）で規定

法改正後は個⼈情報の保護に関する法律（第６９条）で規定

法の解釈運用を委員会が一元的に担うこととした趣旨に照らし、法と重複する内容の規

定を条例で定めることは許容されない。（個⼈情報保護法ガイドライン）

【⾒直し後】
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総務省

滞納者情報の⽬的外利⽤について
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川崎市債権管理条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○川崎市債権管理条例 ○川崎市債権管理条例 

平成25年10月８日条例第42号 平成25年10月８日条例第42号

 （滞納者に関する情報の利用） 

 ≪削除≫ 第９条 市長等は、市の債権の管理に関する事務を効果的に行うため必要が

あると認めるときは、当該事務の遂行に必要な限度で、川崎市個人情報保

護条例（昭和60年川崎市条例第26号）で定めるところに従い、その保有す

る滞納者（市の債権について、履行期限までに履行しない個人をいう。）

に関する情報を、保有するに当たって特定された利用の目的の範囲を超え

て利用することができる。 

（委任） （委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

規則等で定める。 

第10条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

規則等で定める。 
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